
 

1 

 

令和元年 7 月初版 
令和３年 12 月改定 

 

 

富士市 「岳陽中学校」 

避難所運営マニュアル 

ダイジェスト版 

富士市防災危機管理課 

■ このマニュアルは、富士市が

作成した避難所運営マニュア

ル（共通版・各班の業務・様式

集）を参考に、岳陽中学校版と

してまとめたものです。 

■ 具体的な記載（書式等）を省

略していますので、対策を検討

する際は、上記 3 冊をご活用く

ださい。 
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１．用語の定義 
 

語句 説明 

避難場所 災害から命を守るための場所。例えば津波の場合、津波避難タワーや津

波避難ビルだけでなく、津波危険予想区域外の安全な場所。 

指定避難所 自宅を失った方や自宅が二次災害の危険性があるなどの理由により、一

時的に生活するための場所で、市があらかじめ指定した学校や公共の

53 施設。指定避難所は、在宅避難者や地域の指定以外の避難所への支

援物資の配付等、地域の支援拠点としての機能を有する。 

指定避難所以外

の避難所 

町内会（区）の公会堂、お寺や神社、個人所有のガレージなど、地域の

避難者が集まって生活を送ることが想定される。各自主防災会で実情を

把握し、避難所としてまちづくりセンターに報告する必要がある。 

施設管理者 指定避難所となっている学校長、施設長等。 

市災害対策本部 市の災害対策を実施する組織。災害時に市役所消防防災庁舎 3 階に設置

される。 

地区班 市災害対策本部と自主防災会等のパイプ役として、各地区まちづくりセ

ンターに地区班員と呼ばれる市職員を配置する。 

派遣職員 地区班の職員のうち各避難所に 3 名ずつ職員を配置している。各避難所

と地区班のパイプ役となる。 

避難所運営本部 各避難所に設置する運営組織。自主防災組織、避難者の各班の代表者、

施設管理者、派遣職員（地区班員）など必要に応じて構成する。 

要配慮者 高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦、傷病者、難病者等で、避難所生活な

どで特に配慮を要する者。 

応急危険度判定 大きな地震が起きた後、余震などによって建物が倒壊したり、壁や窓ガ

ラスが落下したりする危険性を判定し、人の命に関わる二次的災害を防

止することを目的とした制度。 

応急危険度判定は、都道府県が養成・登録した被災建築物応急危険度判

定士（行政職員や、民間の建築士のボランティア）が行う。 
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２．基礎データ 
（１）静岡県第 4 次地震被害想定 

市指定避難所避難者 1 日後 1週間後 1ヶ月後 

富士市全体 14,143 26,665 6,773 

岳陽中学校 412 709 206 

 

 

 

 

 

（２）市指定避難所 

① 収容人数、耐震ランク 

避難所 収容可能人数 建物名 耐震ランク 備考 

岳陽 

中学校 

1,683 人 

(9,392 ㎡) 

西校舎棟 Ib ＊【耐震ランク】 

新耐震基準…昭和 56 年 6 月 1 日以降

に設計された建築物で、東海地震

に対する耐震性能を有する。 

Ia…耐震性能が優れている建築物 

Ib…耐震性能が良い建築物 

Ⅱ…耐震性能がやや劣る建築物 

Ⅲ…耐震性能が劣る建築物 

東校舎棟 Ib 

特別教室棟 新耐震基準 

屋内運動場 Ia 

技術科棟 Ia 

＊【収容人数算出根拠】体育館…延床面積×80%÷3 ㎡/人、校舎等…延床面積×50%÷3 ㎡/人 

② 受水槽･高置水槽     ③災害時特設公衆電話 

ライフライン 

機能支障率 
直後 1 日後 7 日後 1 ヵ月後 

上水道 100% 96% 59% 0% 
下水道※管路の状況が

確認されるまで使えません 6% 5% 3% 0% 

電気 89% 78% 3% 2% 

都市ガス 100% 100% 85% 17% 

LP ガス 21% ― ― ― 

固定電話 89% 79% 4% 0% 

避難所名 台数 差込口 電話機保管 

岳陽中学校 2 台 事務室窓左

上 

放送室 

避難所名 受水槽 高置水槽 備考 

岳陽中学校 60 ㎥ 8 ㎥  

▲静岡県第4次地震被害想定を

基にした「富士市防災マップ」

（平成 26 年 4 月全世帯配布） 
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③ 備蓄物資 

・岳陽中学校（外倉庫） 

品目 数量等 備考 

食 糧 
アルファ米 5,600 食 50 食/箱 ＊わかめご飯（全体の 1/4 程度）はアレルギー対応 

クラッカー 2,100 食 70 食/箱 

トイレ 
仮設トイレ 1 基 組立式（洋式） 

簡易トイレ 10 基 和式便器に設置して、「携帯トイレ」を被せて使用する。 

携帯トイレ 5,000 枚 洋式･簡易トイレに被せて使用、使用後は可燃ゴミ、200 枚/箱 

毛布 300 枚 原則、避難者が自宅から持ち寄る 

ビニールシート 220 枚 テントの横幕、居住スペースの敷物などで使用 

間仕切り 
高さ 90cm 34 箱 3 枚/箱、高さ 90cm×幅 8m（1 枚 4 ㎡×3 部屋） 

高 180cm 0 式 
45 枚/4 箱/式、高さ 180cm×幅 100cm 

マジックテープで組立てて使用 

発動発電機 1 台 ガソリン･オイルはまちづくりセンターから持参 

バルーン投光機 1 台 
 

救急セット 
（保健室管理） 

1 式 
ガーゼ、脱脂綿、三角巾、包帯、包帯止め、綿棒、カットバン、油紙、スポンジ付針金
副子、副木、マキロン、メンソレータム軟膏 C、希ヨードチンキ、消毒用エタノール、
ポリベース A（抗菌剤）、平型体温計、ハサミ、ピンセット、毛抜き 

避難所用事務用品 
（水色のプラスチックボックス） 1 式 

筆記用具、コピー用紙、富士市防災ラジオ、「立入禁止」テープ、コミュニケーション
ボード、軍手、ビニール袋、富士市避難所運営マニュアル（雛形）など 

どんぶりカップ 1,000 個 1,000 枚/箱 

 

 

【トイレの種類】   【間仕切りの種類】 
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３．大規模地震発生後の行動イメージ 
（１）災害発生 → 各自、身を守る行動を取る（自分の命は自分で守る） 

（２） 家族･隣近所の安否を確認する 

（３） 各自主防災会の「集合場所」で安否確認･被害情報の収集にあたる 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 自主防災活動にあたる 

（情報整理、初期消火、救出救護、避難誘導、給食活動、物資分配 等） 
 
 

（５） ①自宅に戻れない人は市指定避難所等へ  ②自宅で生活できる人は自宅へ 

被災生活のポイント 

(ⅰ) 避難所での被災生活は、自主防災活動が一段落してから 
(ⅱ) 大半の人は、自宅で被災生活を送ることになる。自宅で生活を続ける準備が不可欠。 
(ⅲ) 市指定避難所等での被災生活は、仮設住宅等に移るまで一時的なもの 

（６） 自宅を失った人など、自宅に戻れない人は、仮設住宅などに移る 

 

自主防災会 集合場所（平成 31 年 4 月 1 日現在 自主防災会台帳より） 

百合ヶ丘 百合ヶ丘公園 

桜ヶ丘町 広見公園 

美原町 美原町公会堂・富士市立博物館駐車場 

三ッ倉南町 三ッ倉南集会所前広場 

傘木 傘木公会堂 

片宿 片宿公会堂 

厚原東１ 厚原東 1 丁目公会堂外 3 ヶ所 

傘木北 傘木第一公園 

住 

民 

班（組） 

班（組） 

班（組） 

自主防災会本部 

（情報班） 

地区まちづくりセンター

（市災害対策本部地区班） 

情報収集の流れのイメージ 

各
班
（
組
）
集
合
場
所
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４．災害発生時の情報･物資などの流れ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
                        

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【凡例】 

 

(4) 物資拠点 
（ふじさんめっせ） 

 

物資の仕分け、配送の手配 

 

(1) 市災害対策本部 
（消防防災庁舎 3階） 

 

岳陽中学校 
 

 

 

 

①被害状況等の報告 
 

②食料・物資の要請 

（在宅者用など） 

食料・物資 

の配送 

食料・物資 

情報の提供 

 
丘まちづくりセンター 

広見まちづくりセンター 

 

(2) 地区防災拠点  

①被害状況等の

報告 

 

②食料・物資

の要請 
（避難所用） 

 

 
 

 

物資配布場所 

食料・物資の 

荷降ろし 

仕分け 

①被害情報・救助要請 

②安否情報 

③食料・物資の要請 

④その他の支援要請 

 

・
荷
降
ろ
し
の
協
力 

・
食
料･

物
資
の 

受
取
り 

 

・
避
難
所
開
設 

 

運
営
の
協
力 

 
 

(

避
難
所
運
営
等) 

避
難
所
用 

在
宅
者
用
な
ど 

 

①被害状況等の報告 
 

②食料・物資の要請 

 

(3) 支援拠点 

 

集合場所・本部

 

指定避難所以外の避難所 

各家庭 

 

・食料･物資の要請 

・困りごと等の相談 

 

食料・物資の受取り 

配布等の協力 

 

 

(5)自主防災会 

物資 協力 情報 
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５．市指定避難所運営の基本方針 
（１） 生活再建の地域の支援拠点となる 

① 生活場所の提供 

② 水･食料、物資の提供 

③ 生活再建情報の提供 

（２） 避難者による主体的な運営を目指す 

① 避難所生活を少しでも快適にするためには、「自分のことは自分でする」ことが必要不可欠

となる。これは普段の生活と同様であり、被災者であっても、誰かにやってもらえる訳では

ない。 

② 自主運営が進むことで、行政は罹災調査を発行するための被害認定調査など、復興に向け

た業務に注力できるため、結果的に被災者の生活再建が早く進むことにも繋がる（自主運営

することは、被災者自身のためである）。 

（３） 開設は、あくまでも一時的 

① ライフラインの復旧や仮設住宅の完成により、縮小･統合･閉鎖を進める。 

② 教室は先に返す等、授業の早期再開を意識して運営にあたる。 

 

６．避難所運営の具体的な対応 
（１） 初動期（災害発生当日） 

① 二次被害防止のため、建物の安全確認が済むまでは、建物内に入ることができないことを

避難者に伝え、グラウンド等で待機してもらう。 

② 施設の安全性の確認後、市災害対策本部の判断で避難所（屋内）に入室可能となる。 

③ 避難者の入室前に、「立入禁止･制限区域の明示」、「既存のコミュニティに配慮した居住の

区割」、「避難者受付の準備」ができると混乱を最小限に抑えられる。 

（２） 開設期（２〜４日目程度） 

① 事前に決められた避難所運営組織を中心に運営にあたる。 

② 避難所運営本部は、随時、避難所運営会議を開催し、情報の共有と周知を図る。 

（３） 運営期（４日目〜２週間程度） 

居住スペースごとに組長を決めたり、役割ごとの班に所属してもらったりすることで、

徐々に避難者が主体的に運営にあたる。 

（４） 統合・解消期（２週間程度〜） 

ライフラインの復旧や仮設住宅などの長期受入れ施設に移動に伴い、避難所の規模

が縮小するため、施設の本来業務を再開させる準備を行う。 
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７．避難スペースの割り振り 
施設全体のレイアウト 
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体育館レイアウト 
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８．避難所運営組織 
（１）本部長・副本部長 

 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

本部長 傘木 桜ヶ丘町 厚原東 1 百合ヶ丘 片宿 三ッ倉南町 傘木北 

副本部長 1 百合ヶ丘 片宿 三ッ倉南町 傘木北 美原町 傘木 桜ヶ丘町 

副本部長 2 

(女性が望ましい) 
傘木北 美原町 傘木 桜ヶ丘町 厚原東 1 百合ヶ丘 片宿 

※8 町内会が 1 年の輪番制で、本部長・副本部長を務めることとする（並び順は地区が交互で世帯数を考慮） 

（２）各班 

 百合ヶ丘 三ッ倉南町 美原町 桜ヶ丘町 傘木北 片宿 厚原東１ 傘木 

世帯数 107 129 182 588 223 224 328 869 

人口 259 266 505 1,547 547 529 810 2,194 

グループ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 

※百合ヶ丘、三ッ倉南町は世帯数が少ないため、避難者も少ないと想定される。よって、２つの町内会で

１グループとする。（班の数に合わせる） 

 2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

総務班 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ 

避難者管理班 Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ａ 

情報班 Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ａ Ｂ 

食料物資班 Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ａ Ｂ Ｃ 

施設管理班 Ｅ Ｆ Ｇ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

保健衛生班 Ｆ Ｇ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

要配慮者支援班 Ｇ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

※2024 年度までは上記のとおり輪番とする。2025 年度以降については 2024 年度末に話し合い、交代の期

間、順番などを再協議する。 

（３）避難所運営マニュアルの検証・改正 

①本部長（1 名）、副本部長（2 名）、運営班の担当町内会より各班 2 名（14 名）を選任

する。 

②選任された者を「岳陽中避難所運営サポーター」とし、名簿を作成し、丘・広見まちづ

くりセンター及び岳陽中学校に提出する。 

③避難所運営サポーターは、平時に地域防災指導員や防災地区班等と協力して、避難所運

営に関する勉強会及び訓練を開催する。 

④避難所運営サポーターは、災害発生時にできる限り早期に避難所に参集するよう努める

ものとする。 

⑤避難所運営マニュアルの勉強会は、それぞれの地区単位で行い、避難所運営訓練は両地

区の協議により実施する。 
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避難所内外の情報収集

避難所内外へ情報発信 

取材対応 

食料･物資の調達 

食料･物資の受入れ 

食料･物資の管理配布 

炊き出し 

衛生管理 

医療･介護支援 

生活用水の管理 

副本部長 

居住組 

1 組 ２組 

避難所運営本部会議の開催 

会議の記録 

ボランティア対応 

その他 

総務班 

情報班 

班長 

班長 

班長 

班長 

班長 

班長 

副本部長 

本部長 

食料物資班 

保健衛生班 

避難者管理班 

＊男性と女性、両方のリーダーを選任するよう努める 

避難者名簿の管理 

問合せ対応 

郵便物･配送物取次ぎ 

危険箇所対応 

防犯･治安対策 

要配慮者への支援 

施設管理班 

支援班 
要配慮者 

３組 

班長 

組長 組長 組長 

支援者 

避難所派遣職員 

施設職員 

ボランティアなど 

【避難所運営組織図】 

避難所運営本部 
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９－Ⅰ 総務班 
避難所運営の中核となり、各運営班との連携を図る 

（１） 避難所運営本部の事務  
① 避難所でのルールの周知、見直し 

消灯時間、運営方法、役割分担、禁止事項、ゴミ処理、ペットの飼育など 

② 避難所運営本部会議の開催、避難所運営日誌の作成 

避難所運営本部会議は、開設直後の混乱期には、１日に複数回開催する必要があるが、

避難所運営が軌道に乗った後も、1 日 1 回は開催して、情報共有を図る。 

③ 運営体制の見直し 

（２） 避難所の状況報告  
避難所運営本部会議でとりまとめた内容をもとに報告書を作成し、避難所派遣職員を経

由し、市災害対策本部に報告する。 

（３） 支援の受入れ･調整  
個人や団体などから直接、寄付や物資など支援の申し出があった場合は、避難所派遣職

員と協議し、市災害対策本部または市災害ボランティアセンターを通すよう伝える。た

だし、支援者が持参した物資や少量の場合などは、施設管理者、食料物資班と相談し、

直接受け入れるかどうかを決める。 

（４） その他  
情報班と協力して、気象や災害に関する情報を入手し、提供する。また、余震等の新た

な災害発生時の対応について検討する。 

 

９－Ⅱ 避難者管理班 
避難者名簿の作成･管理を行い、多様な避難者の情報を必要に応じて各班と共有する。 

（１） 避難者の受付･管理  
避難者に居住の区割り等を指示するためには、開設と同時に受付窓口が設置できるのが

最善である。しかし、混乱の中、間に合わない場合、後から受付を実施し、避難者登録

票から避難者名簿を作成する。また、退所時には、退所手続きが必要であることも周知

する。避難者情報を町内会（区）ごとや五十音順で一覧にしておくと管理しやすい。 

併せて、ペットの同伴状況を確認し、台帳を作成する。 
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（２） 電話･来客･郵便物の対応  
安否の問合せは、台帳を確認し公開可能な人のみ対応する。電話の取次ぎはせず、相手

の連絡先を聞き取り該当者に伝える。郵送物等は、台帳で該当者の避難生活場所を伝え、

配送事業者に直接渡してもらう。 

 

９－Ⅲ 情報班 
発災直後は、正しい情報を入手しにくいため、避難者が必要とする情報を収集･発信する。 

（１） 情報収集･提供に必要な器材の確保  
電話・パソコン・テレビ・ラジオ・拡声器・情報収集用自転車など。災害時特設公衆電話

を施設管理者や避難所派遣職員と協力して設置する。 

（２） 情報収集  
富士市の災害情報は、ラジオ（ラジオエフ 84.4FM）の活用が有効。デマなどに注意し、

情報の出所を必ず確認する。 

＜情報の例＞ 

医療救護所の開設状況、ライフラインなどの復旧情報、水・食料など生活物資供給情報、葬儀･埋葬に

関する情報、鉄道･道路など交通機関の復旧状況、福祉の専門家や保健師などの巡回状況、福祉避難所

の受け入れ状況、近隣の商業施設などの開店状況、罹災
り さ い

証明書の発行状況、公営住宅や応急仮設住宅

の整備･入居情報、被災者への各種支援制度（義援金や見舞金、税の減免、融資制度など）、住宅の応

急修理や再建に係る助成制度、教育に関する情報、感染症などの注意すべき情報 

（３） 情報掲示板の設置  
＜掲示例＞ 

 

 

 

 

避難者一覧（公開可能者のみ）を作成・掲示することにより、外部への避難者情報発信を

容易にできる。掲示板を見に来られない要配慮者等には、要配慮者支援班と連携して伝達

する。 

○○避難所 情報掲示板 

新着情報 市町村からのお
知らせ 

避難所の 
生活情報 

（風呂、給水車、

病院情報など） 

水道、ガス、電
気、交通機関な
どの復旧状況 

献立表 伝言板 
（避難者が自由に

使用） 

避難所の 
共通ルール 

避難所運営 
本部･運営班の

組織図 
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（４） 取材対応  
事前に避難所運営本部会議で承諾を得た上で、情報班の立会いの下で実施する。 

 

９－Ⅳ 食料物資班 
発災直後は、各家庭の備蓄物資を使用することを原則とし、不足分を避難所備蓄倉庫から

補う。 

（１） 備蓄食料物資の確認及び調達  
あらかじめ避難所備蓄倉庫の食料･物資を確認しておく。発災後は避難者管理班と連携し、

避難者数を毎日確認し、食料や水、物資の必要数を把握する。集約した必要数を、緊急物

資要求伝票にて避難所派遣職員を通じ、市災害対策本部へ要請する。 

（２） 個人対応が必要な人の確認  
要配慮者支援班と連携し、食料や物資の配給で個別対応が必要な人を把握する。また、食

物アレルギーや文化・宗教上の理由から食べることのできない食材などがある方のために、

避難所で提供する食料の原材料を可能な限り表示する。 

（３） 食料、物資の受入れ･管理･配給  
「大型車両による荷降ろし場所」、「物資保管場所」、「配給場所」、「給水車駐車場所」を決

める。支援物資の配給は、居住組単位とすることで混乱を避けられる。また、在宅避難者

用の物資についても避難所での受け取りとなるため、自主防災会の協力を得る。食料･物

資の在庫数･保管状況を管理する。 

（４） 炊き出しの実施  
避難所の運営が軌道に乗った段階で、炊き出しによる温かい食事の提供を検討することも

ある。 

（５） 避難生活の長期化に伴う必要物資の確保  
避難生活の長期化に伴い、間仕切りや簡易ベッド等が調達できることもある。一方、近隣

の商業施設などが営業を再開し、食料･物品が購入できる状態となった場合、避難者から

の要望にどこまで対応するか、避難所運営本部や避難所派遣職員を通じて市災害対策本部

と検討する。 

 

９－Ⅴ 施設管理班 
施設･設備などの設置･管理を行い、施設を一時的に借用していることを念頭に業務を行う。 
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（１） 施設の安全確認  
施設内に入ることができるのは、原則、応急危険度判定士（建築士）による判定が済んで

からになるため、情報班･避難者管理班と連携し、避難者に周知する。ただし、荒天時等、

長時間屋外で待機することが難しい場合、簡易応急危険度判定（チェックリスト）を元に、

施設の利用可否を判断することもあるため、施設管理者･避難所派遣職員などと連携し、施

設の安全性を確認する。 

（２） 立入禁止区域への措置  
応急危険度判定や設備点検の結果、危険と判定した場所への立ち入りを禁止し、出入口を

ロープ等で封鎖し、「立入禁止」の張り紙などで表示して進入できないようにする。その他、

生徒･児童の個人情報に関わる職員室や使用禁止とするトイレ等も同様の措置を取る。 

（３） 施設･設備の改修依頼  

修繕が必要な場合、施設管理者と相談した上で、避難所派遣職員を通じて、市災害対策本

部に修繕を依頼する。また、発電機や照明機器、通信手段などが必要な場合、食料･物資班

を通じて調達する。 

（４） 災害時特設公衆電話の設置･管理 

施設管理者と協力して、災害時特設公衆電話（災被災者等が無料で使用できる公衆電話）

を設置･管理する。 

（５） 防犯･防火･プライバシー対策、生活場所の整理  

防犯対策や防火対策、プライバシーの配慮対策等、避難者の生活環境の改善を図る。また、

屋内は、居住スペースごとに区割り（既存のコミュニティを活用すると良い）を行う。 

 

９－Ⅵ 保健衛生班 
避難所内の整理整頓・清掃のルールを確立する。資機材の不足は、食料物資班に依頼する。 

（１） 医療救護  
① 情報収集･提供 

情報班と連携し、医療救護所の開設状況など情報収集を行い、避難者へ周知する。 

② 救護室の管理･運用 

避難者が個人で使う薬が足りないなどの要望があれば、必要に応じて避難所派遣職員を

通じ、市災害対策本部に対し、医師や薬剤師などの派遣を要請する。 

③ けが人、体調不良の人の把握、対応 

けがをしたり、熱や咳、嘔吐や下痢などで体調を崩したりしたら、すみやかに救護室を

利用するよう呼びかけ、感染症の拡大を防ぐ。インフルエンザなど感染症が疑われる場
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合は、別室への移動や医療救護所などへの搬送を検討するとともに、避難所派遣職員を

通じて、市災害対策本部に連絡する。救護室で対応できない場合、医療対応のできる近

隣の医療救護所などへ搬送する。 

（２） トイレ対策  
施設管理班と協力し、トイレの確保･設置を行う。また、トイレの衛生状況を保つため、

定期的な清掃を実施し、トイレットペーパーや消毒液などの物資を配置する。 

（３） ごみ対策  
ゴミの集積場所を決め、避難者に分別を周知･徹底する。ごみ袋などが不足したら、食料

物資班に依頼する。ごみの収集は、避難所派遣職員を経由し、市災害対策本部に要請する。 

（４） 生活用水の確保･管理  
避難所で使う水は、用途に応じて区分する。飲料水が不足する場合は、食料物資班に依頼

する。（飲料水は食料物資班が保管・管理する。）また、排水は、総務班や施設管理班と連

携し、可能な限り浄化槽や下水道などの排水処理設備に流す。 

＜水の用途別区分＞ 

用途 
飲料水 

（ペットボトル等） 
給水車の水 

ろ水器などで 

ろ過した水 

プールや 

河川の水 

飲料、調理 ○ ○ × × 

手洗い、洗顔、 

歯磨き、食器洗い 
○ ○ × × 

風呂、洗濯 使用しない ○ ○ × 

トイレ 使用しない ○ ○ ○ 

（５） 衛生管理  
感染症対策や衛生確保のため、手洗い場やトイレ、各部屋の出入口など手指消毒用アルコ

ールなどの消毒液を活用する。清掃や洗濯についてのルールを決め、情報掲示板に掲示す

るなどして避難者に周知する。 

（６） 健康管理･心のケア  
感染症、食中毒、エコミークラス症候群、不眠やＰＴＳＤなど避難所で発生が懸念される

事態に、要配慮者支援班や保健師などと連携し、予防･対応する。避難者だけでなく、避難

所の運営に中心となって従事する人も、交代制など無理のない範囲で業務にあたる。 

（７） ペット対策  
避難者管理班や施設管理班と連携し、ペット受入れ場所を確保する。ペット受入れ場所の

清掃は、飼い主間で当番を決めて実施する。 
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９－Ⅶ 要配慮者支援班 
障害者など体が不自由な方、高齢者、女性や子ども、アレルギーを持っている人など、様々

な配慮が必要な方が避難所を利用するため、施設管理者や避難所派遣職員などと連携し、対

応や市災害対策本部への要請を行う。 

１．要配慮者の把握、情報提供、必要なサービスへの橋渡し  
避難者管理班と連携し、避難者のうち、配慮が必要な人を把握する。民生委員、保健師な

どの協力を得て、本人や家族などから支援に必要な情報を聞き取り、避難者管理班が管理

する登録票に追記する。また、定期的に巡回し、医療救護所などの利用や保健師の面談、

こころのケアの専門家の相談に繋げる。福祉避難所が開設された場合、移動できることも

ある。 

２．要配慮者が使用するスペースの運用  
総務班や施設管理班と連携し、配慮が必要な人から聞き取った情報などをもとに、配置の見

直しや個室への移動、要配慮者が使用する専用スペースの設置などを検討する。 

要配慮者が使用する場所で使う資機材や物資の調達は、総務班や施設管理班と連携し、内容

や数、設置場所などを決めた上で、食料物資班に依頼する。 

また、使える場所に余裕があれば、女性が安心して過ごせる女性専用スペースを設ける。（生

理用品や下着など女性用物資の配布や、着替えや仮眠場所としての利用、夜泣きする子ども

を抱えた人の利用など） 

３．要配慮者への食料･物資の配給  
要配慮者が個別に必要な食料や物資について本人や家族から聞き取り、内容や数をまとめ、

食料物資班に調達を依頼する。食料物資班や施設管理班と連携し、要配慮者用の物資の受け

渡し方法や場所などについて検討する。食料物資班と連携し、本人や家族からの意見を踏ま

え、避難所での食料の提供方法や、原材料表示の仕方などを検討する。 
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【改定履歴】 

・令和 ３年１２月 避難所運営組織の交代の期間、順番について協議し、２０２４年度

までは、令和元年７月に決定した内容を引き継ぐこととした。 
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